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場 所 第４委員会室
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平成20年７月24日(木曜日）

午前10時０分開会

会議に付した案件

○参考人意見聴取

１．農山村の活性化と食の安全・安心にむ

けて

○協議事項

１．県外調査について

２．県内調査について

３．次回委員会について

４．その他

出席委員（13人）

委 員 長 横 田 照 夫

副 委 員 長 田 口 雄 二

委 員 坂 元 裕 一

委 員 外 山 三 博

委 員 水 間 篤 典

委 員 中 野 一 則

委 員 十 屋 幸 平

委 員 河 野 安 幸

委 員 山 下 博 三

委 員 満 行 潤 一

委 員 外 山 良 治

委 員 武 井 俊 輔

委 員 前屋敷 恵 美

欠 席 委 員（なし）

委員外議員（なし）

意見聴取のために出席した参考人

宮崎大学農学部教授 山 本 直 之

事務局職員出席者

政 策 調 査 課 主 幹
河 野 龍 彦

(特別委員会・広報担当）

政 策 調 査 課 副 主幹 福 島 久 大

○横田委員長 ただいまから食の確保・食の安

全対策特別委員会を開会いたします。

まず、本日の委員会の日程についてでありま

すが、お手元に配付の日程案をごらんください。

前回の委員会で決定しましたとおり、本日は、

宮崎大学農学部の山本直之教授にお越しいただ

いております。山本教授からは、「農村の活性化

と食の安全・安心にむけて」というテーマで御

意見をお伺いし、その後、委員協議を行うこと

にしております。以上のように取り進めてよろ

しいでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○横田委員長 では、そのように決定いたしま

す。

なお、以前、執行部に資料請求しておりまし

た「原油・配合飼料価格高騰が本県農業に及ぼ

す影響」につきましては、お手元に配付のとお

りでありますので、よろしくお願いいたします。

それでは、山本教授の入室のため暫時休憩い

たします。

午前10時１分休憩

午前10時１分再開

○横田委員長 委員会を再開いたします。

本日は、宮崎大学農学部山本直之教授に当委

員会においでいただきました。

初めに、一言ごあいさつを申し上げます。

私は、この特別委員会で委員長をやらせてい

ただいております宮崎市選出の横田照夫でござ

います。山本先生におかれましては、大変お忙

しい中、当委員会にお越しいただきまして、ま
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ことにありがとうございます。

御案内のとおり、我が国の食料自給率が39％

という状況の中で、さきの北海道洞爺湖サミッ

トにおきまして、食料問題が大きなテーマの一

つとして議論されるなど、食の確保は、国際的

にも大きな問題となっております。その一方で、

国内では、食の安全への消費者の信頼を揺るが

すような事件が多発しておりまして、国におい

ては、消費者庁の設置の検討をされておるよう

でございます。

このよう状況の中で、生産から流通、消費に

至る食の一連の流れに御精通されております山

本先生からお話をお伺いできるのは、当委員会

が調査活動を行っていく上で、大変有意義なこ

とだと考えております。きょうは、どうぞよろ

しくお願いいたします。

次に、委員を紹介させていただきます。

最初に、私の隣が延岡市の田口雄二副委員長

です。

続きまして、左側から日南市・南那珂の坂元

裕一委員です。

小林市の水間篤典委員です。

えびの市の中野一則委員です。

日向市の十屋幸平委員です。

宮崎郡の河野安幸委員です。

都城市の山下博三委員です。

続きまして、右側のほうですが、宮崎市選出

の外山三博委員です。

都城市の満行潤一委員です。

宮崎市の外山良治委員です。

同じく宮崎市の武井俊輔委員です。

同じく宮崎市の前屋敷恵美委員です。

以上で委員の紹介を終わらせていただきます。

それでは、山本先生、よろしくお願いいたし

ます。

○山本教授 宮崎大学の山本でございます｡

本日は、この特別委員会にお招きいただきま

して、ありがとうございます。

こういう特別委員会の場でお話しするのはま

ことに僭越ではございますけれども、御要望で

ございますので、私のほうから本日はお話しさ

せていただきたいと思います。

いろいろお話をお伺いいたしますと、今まで

２～３回ほど委員会を開いていただいて、食の

確保とか安全対策につきましては、県の行政部

局の皆様から、かなり具体的な取り組みについ

てもお話しいただいているかと思います。私の

ほうから、あえて若干包括的なといいますか、

その根底に流れる考えを中心にお話ししたいと

いうふうに思っております。

本日のタイトルは、あえて包括的な内容なん

ですが、「農山村の活性化と食の安全・安心に向

けて」というふうに設定いたしました。とはい

いましても、内容としましては、農山村の活性

化に向けてと食の安全・安心に向けて、２通り

なんですけれども、初めに、農山村の活性化に

向けてに関しましては、いま一度、食料自給率

の低下が何で問題なんだろうかということを、

若干おさらいになるかもわかりませんけれども、

お話をさせていただきまして、次に耕作放棄の

状況と農地の確保とか、流動化といいましても、

そもそもどういうような考え方でやっていかな

きゃいけないのか、あるいはどういった点が問

題であろうかということをお話しさせていただ

きたいと思います。あと先般、県のほうで行い

ました過疎地域等の集落調査、この話も少し触

れたいと思います。２番目の柱としまして食の

安全・安心ということではあるんですけれども、

先生方も御存じかとは思いますけれども、フー

ドシステムをめぐる変化について、一般的なお
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話になるんですけれども、それをさせていただ

いた上で、消費者が農産物や食育に対してどう

いうような意向、意識を持っているんだろうか、

こういった話をアンケート結果を中心にお話を

していきたいと思っております。

〔スライドを示す。〕このグラフは、先生方、

何回もごらんになったかと思いますけれども、

日本における食料自給率の推移ということで、

一般的に言われておりますのが供給熱量ベース

の自給率で、1965年は７割を超えておりました

けれども、2005年は40％、2006年は39％という

ふうになっております。中でも、飼料自給率、

家畜のえさの自給率が2005年現在で約25％とい

うことです。このことである意味、畜産の発展

の一方で日本の食料自給率が下がっているとい

うような、非常に難しい状況にもあるというこ

とでございます。

〔スライドを示す。〕これは、主な食料の品目

別の輸入率でございます｡トウモロコシはほ

ぼ100％に近いわけなんですけれども、あと、大

豆、小麦ですね。果実とか肉類につきましても、

最近は輸入率が上がっておりまして、約半分程

度ということになっております。米に関しまし

ても、これも御存じのように、ミニマム・アク

セス米という形で輸入をしておるところでござ

いまして、また、野菜につきましても、中国、

韓国あたりから冷凍野菜あるいは冷蔵野菜ある

いは加工野菜というふうに入ってきておる状況

でございます。

〔スライドを示す。〕この図もごらんになられ

たかと思いますけれども、左側が1965年、右側

が2006年の比較です。全体の大きな長方形が１

人１日当たりの熱量でありまして、1965年は、

１人１日当たり、平均で2,459キロカロリーに対

しまして、2006年はほとんど変わっておりませ

んで、2,548キロカロリーということなんですけ

れども、白及び緑の部分が輸入している部分で

す。ピンク色の部分が自給している部分ですけ

れども、明らかに白い部分の面積がふえている

ということです。これは、もともと米のような

自給率の高かったものを日本人が食べなくなっ

て、反対に、小麦はもともと低いんですが、畜

産物とか油脂類といった、もともと日本が自給

率が余り高くなかったものを多く摂取するよう

になった、そういうことでこういうような面積

が大きくなっているということでございます。

また、この話もお聞きになられたかと思います

けれども、畜産物につきましては、緑の部分、

これは輸入飼料による生産部分ということでご

ざいまして、2006年現在で畜産物としては見か

け上、66％なんですけれども、その中の51％は

輸入飼料による生産部分で、実質的な自給率は16

％という状況でございます。

〔スライドを示す。〕このように自給率が40％

に下がったということなんですけれども、どう

してこんなに下がったんだろうかということの

一つの原因としまして、今申し上げましたよう

に、食生活の変化ということになるんですけれ

ども、２番目の問題としまして、なかなか日本

の農政が対応し切れなかったといいますか、あ

るいは高度経済成長の影響が大き過ぎたという

こともあろうかと思います。その一つの大きな

問題として、やはり担い手というになるんです

けれども、これは、平成17年、2005年現在の農

業就業人口でありますとか、あるいは農業従事

者の年齢別の構成比ということになっておりま

す。ピンク色の部分がいわゆる農業就業人口と

いう部分でありまして、農業就業人口というの

は、農業やほかの仕事もするんですが、農業の

ほうで多く働いている人ということであります。
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これは全国の数字なんですけれども、70歳から75

歳ぐらいが一番のピークになっているという、

つまり、60代あるいは70代、80代ぐらいが中心

的な担い手に数字の上ではなっているというこ

とです。

〔スライドを示す。〕次に、これは宮崎県と九

州、全国を比較したものです。きょうお示しし

ております図は、皆様にお配りしております資

料に若干小さいですが全部掲載しておりますの

で、あわせてごらんいただければと思います。

また、Ａ４判１枚の紙につきましては、主な要

点、文章の部分だけをピックアップしておりま

すので、あわせて御参考にしていただければと

思います。これは、農業就業人口の年齢別の構

成比ということで、2005年の農業センサスの数

字です。全国が青、九州が黄色、赤が宮崎とい

うことです。こう見ていきますと、ほとんど全

国、九州、宮崎県と同じような傾向にはあるん

ですけれども、細かく見ていきますと、宮崎に

つきましては、75歳以上の割合が若干低いと。

全国では25％に達しているんですが、宮崎では

まだ20％を割っていると。それに対しまして、

これも差は小さいようにはあるんですが、宮崎

は全国に比べますと40代、50代の割合が若干高

いということで、いわゆる中核的なといいます

か、中心的な担い手が全国よりはまだ残ってい

ると。これは畜産とか施設園芸が中心な宮崎の

一つの特徴であろうかと思いますけれども、全

国、九州と比べるとこのような傾向にあるとい

うことでございます。

〔スライドを示す。〕ちなみに、新規就農者数

を見ていきますと、全国の数字でいきますと平

成15年が年間約80.2というのは、単位が1,000人

ですので、年間約８万人ということになってお

るんですけれども、うち39歳以下のいわゆる新

規就農青年と言われる方たちが約１万2,000

人、60歳以上が４万人ということですから、新

規就農者の約半数は60歳以上ということではあ

ります。一方、宮崎県について見ていきますと、

これは地域農業推進課のほうで調べていただい

ている数字ではあるんですが、平成18年と平成19

年の数字を書いております。合計が、平成18年

が243人、平成19年が190人ということになって

おります。中高年が平成18年が56人で平成19年

が28人です。県としては―県といいますか、

ＪＡ中央会としては250人を一応最低の目標にし

たいということを伺っております。ただ、現在

は法人への就農者につきましても、新規就農者

のほうに含めております。19年度が下がってお

りますけど、これは法人への就農が約30人ほど

減ったということが大きく響いているかなとい

うふうに思います。

〔スライドを示す。〕これもお聞きになられた

話かと思いますけれども、では、食料自給率の

低下がどうして問題であろうかということで、

改めまして僭越ながら整理いたしますと、食料

安保の問題、農産物の価格の不安定性等々、あ

るいはアフリカ、アジアとか、人口がふえてい

る中国農業の問題とか、あるいは、また後から

も申し上げたいと思いますけれども、日本の海

外からの輸入が外国に与える問題もあるかと思

います。

〔スライドを示す。〕価格の不安定性につきま

しては、これを見ていただくわかるんですけれ

ども、主な穀物等の値段の推移、大豆、小麦、

トウモロコシだけを示しております。これはシ

カゴの数字です。2000年から2007年までの推移

を見ていきましても、例えば大豆でありました

ら、2004年が１ブッシュル当たり５ドルぐらい

の水準が10ドルを超えることも起きております
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し、また、トウモロコシにつきましては、2000

年では２ドルだったんですけれども、2007年現

在では４ドルということになっております。ま

た、先生方も御存じのように、トウモロコシが

上がっておりまして、これにつきましては、配

合飼料の値段に大きく影響しておりますけれど

も、御参考までに申し上げますと、大麦とかコー

リャンとかあるんですけれども、家畜の配合飼

料の約半分がトウモロコシです。それと、配合

飼料の全体の約９割はアメリカから輸入をして

おります。そういう現状もありまして、トウモ

ロコシ、あるいはアメリカの動向というのは日

本の畜産経営にも非常に大きく影響するという

現状にございます。

〔スライドを示す。〕これは、世界の人口と単

収等、食料の生産の変化ということになってお

るんですけれども、1986年から2006年までの推

移を見ていきますと、人口は、1986年を100とし

た場合に、2006年は約1.2倍強になっております。

人口がふえるということは、当然、消費量―

黒い実線―もふえております。一方、消費量

がふえた分に対しまして生産量―破線―も、

ほぼ消費量と同じような形で何とかふえており

ます。どうして生産量がふえたかといいますと、

単収が伸びているんです。単収の伸びによって

何とか生産量がふえているんですが、一方で、1

人当たりの耕地面積というのが減っております。

この図には示しておりませんけれども、世界の

耕作面積は1986年現在とほとんど変化しており

ません。ふえておりません。面積は一定で単収

だけがふえまして、結果として何とか賄ってい

るんですけれども、１人当たりの耕作面積は減っ

て、期末在庫率も下がっているという状況、世

界的に見てもこういう状況にあるということで

す。

〔スライドを示す。〕貿易について見ていきま

すと、これも御存じの部分が多いかと思います

けれども、2004年の日本の貿易を見ていきます

と、日本とイギリス、ドイツ等とありますけれ

ども、日本につきましては、2004年の輸入額が415

億ドルで輸出が19億ドルということで、圧倒的

に輸入が多いわけなんですが、一方、中国は2004

年は輸入が280億ドルに対しまして、輸出が234

億ドル、ですから中国も輸入国になっていると

いうことです。右のほうは我が国の農産物輸入

の相手国の割合なんですけれども、これを見て

いただきますとわかりますように、アメリカが

一番多くなっております。若干2006年は下がっ

ておりますが、それでも30％はアメリカから輸

入しているということで、日本は、そういう意

味で、防衛面、軍事面でも日米安保ということ

でアメリカに大きく依存しているわけなんです

けれども、食料面あるいは家畜のえさの面でも、

すべての面で本当にアメリカに大きく依存して

いる、こういう体制であります。それがいいと

か悪いとか、そういうことは私からはあえて申

し上げませんけれども、少なくともそういう状

況であるということは改めて認識しておく必要

があろうかと思います。

〔スライドを示す。〕２番目としまして、自給

率の低下から来る問題点としまして、農産物の

安全性の問題、最近の動きを書いております。

残念ながら、日本のものだから安全で全部信頼

できるかという状況ではなくなってはきている

んですが、それにしても、輸入が多いというこ

とは、農産物の輸入によって便利さと同時にリ

スクを輸入している、こういうことは改めて思っ

ておく必要があろうかと思います。輸入食品に

ついて不安なことにつきまして、これも時間の

都合で最初だけ申し上げますと、基準以上の農
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薬が残留していないかということにつきまして、

消費者の約８割が不安であるという、これはあ

くまでも一つのアンケートの結果なんですけれ

ども、そういう結果が出ていると。また、食品

添加物とか遺伝子組み換え作物等についても、

比較的不安要因として消費者が指摘していると

いうことでございます。

〔スライドを示す。〕実は私、個人的には３番

目を一番強調したい気持ちもあるんですけれど

も、日本の農産物輸入が相手国等に及ぼす影響

ということで、我が国の主な輸入農産物生産に

必要な農地は1,200万ヘクタールということで、

我が国の耕地の約2.5倍、つまり、海外の1,200

万ヘクタールという農地を日本人を食べさせる

のに使っているという状況です。また、輸入に

伴うエネルギー消費や環境問題も決して無視で

きないのではというふうに書いておりますが、

このことに関して申し上げますと、あくまで一

つの農水省の推計なんですけれども、食料の輸

送に伴うＣＯ２排出量を見ていきますと、日本

の中の輸送が約900万トンに対しまして、輸入

は1,700万トンになるそうです。また、フードマ

イレージということが最近よく言われておりま

すけれども、我が国のフードマイレージは、平

成12年は約5,000億トン・㎞ということで、これ

は、日本の中の１年間の全貨物の輸送量にほぼ

匹敵しておりまして、韓国の3.4倍、韓国は1,500

億トンでアメリカは1,400億トンなんですけれど

も、アメリカの3.7倍という非常に大きな数字に

なっておるということです。

〔スライドを示す。〕４番目としまして、自給

率の低下から来る問題点としまして、農業・農

村の維持の問題、後継者、生産力維持、中山間

地域の問題もありますけれども、これは耕作放

棄地の発生の問題と密接に関連しているという

ことが言えますので、引き続きまして、耕作放

棄地の発生ということについて申し上げたいと

思います。２番目としまして、この耕作放棄の

状況と農地の確保・規模拡大の課題でございま

す。日付が２枚目以降、2008年８月になってい

ます。１カ月先走っていますけど、これは７月

の間違いですので、訂正をしてください。１枚

目だけは修正しているんですけど、２枚目以降

を忘れまして。

〔スライドを示す。〕過去10年間において減少

した耕地の主な現況ということで、地域類型別

に見ております。耕作放棄となっています、こ

れは耕地が耕地でなくなった数字なんですけれ

ども、耕作放棄ということは、つまり耕地が耕

地でなくなって何もせずほったらかしの状態に

なっているということなんですが、中間農業地

域、山間農業地域におきましては、耕地が耕地

でなくなって、半分はそのままの状態で、中山

間地域において耕作放棄による耕地の減少が著

しいということであります。

〔スライドを示す。〕これは、宮崎県における

耕作放棄地面積率、恐らく、県の部局の皆様か

ら詳しい数字をお聞きになられたかと思いま

す。2000年のセンサスの数字で申しわけござい

ませんが、色つきで大体の雰囲気を知っていた

だこうということで書いておるんですけれども、

赤とオレンジ色が耕作放棄地の面積の割合が多

い市町村でありまして、こういった山間部、旧

市町村の日向、東郷あたりも多いんですけれど

も、椎葉、南郷、須木、旧高岡町、この辺で多

くなっているということで、山間部を中心に耕

作放棄が起きているというのが宮崎県の特徴で

あります。

〔スライドを示す。〕一方、耕作放棄地のある

農家の割合、耕作放棄地を持っている農家の割
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合ということなんですけれども、赤が35％以上

ということは、35％以上の農家が何らかの耕作

放棄地を持っているということを示しているん

ですが、日向、東郷、五ヶ瀬とか、この辺の地

域で多くなっているということでございます。

これも、主として山間部を中心に耕作放棄が発

生しているということが改めておわかりいただ

けるかと思います。

〔スライドを示す。〕耕作放棄に関しまして、

要因をいろいろ見ていきますと、耕作放棄地面

積率と基幹的農業従事者、中心となる農業従事

者が高齢化をどれぐらいしているか、また、農

地の貸し借り、いわゆる流動化が進行している

か、こういったこととどんな関連があるかとい

うことなんですが・・・・。

〔スライドを示す。〕この図は耕作放棄地面積

率と高齢化率、借入耕地面積の関係でございま

す。横軸が耕作放棄地の面積の割合、縦軸が中

心となる農業従事者の高齢化の割合です。この

場合の耕作放棄地面積率は、販売農家と言われ

る、細かく言いますと経営耕地面積が30アール

以上で年間の販売金額が50万円以上というのが

あるんですけれども、販売農家と言われる農家

の耕作放棄地の発生率が、宮崎県は5.4％になっ

ております。全部の農家で見ていきますと8.3％

になるんですけれども、販売農家に限定します

と、耕作放棄地の発生率が5.4％ということです

が、これはどういうふうに見ていただきたいか

といいますと、耕作放棄地の面積と高齢化の割

合で、高齢化が進行している地域ほど耕作放棄

地の発生率が高いということで、こういうよう

な相関関係があるだろうというような見方をし

てほしいという意味で、こういった丸を書いて

おります。しかも、平成７年、12年、17年にな

るに従ってだんだん右上のほうに上がっており

ますので、高齢化及び耕作放棄ともに進行して

いるという状況です。宮崎県につきましては、

中ほどと言えば中ほどのような状況です。右の

ほうは借入耕地面積率と耕作放棄地の面積率で

ありまして、これは反対に、借入耕地面積の割

合が高いほど、農地の流動化が進行しているほ

ど、耕作放棄地の発生を抑えるんじゃないかと

いうような視点で見ているんですが、どっちか

と言うとこういうような斜めの関係にあるのか

なということでございますが、しかし、地域に

よってかなりばらつきはある状況です。宮崎県

はこのぐらいの状況で、全国的には、平成17年

で見ていきますと大体中ほどの水準にあるとい

う状況でもあります。

〔スライドを示す。〕これは、全部の地域で見

たものなんですけれども、耕作放棄地の発生に

どういった要因が関連しているんだろうかとい

うことで、地域類型別に詳しく分析したものが

この表でございます。耕作放棄の発生に、現在

の担い手がいるかとか、将来にわたる担い手、

つまり若い人がいるかとかいうことが耕作放棄

の発生を抑えるのではないか。また、農地の流

動化対策がどういうふうに影響があるのか。ま

た一方で、農家数や農家人口の減少、経営規模

の零細性が関連しているのかということを整理

したものなんですけれども、これは全部の地域

に共通いたしまして、農家数、農家人口の減少

が著しい集落とか、経営規模が零細である集落

は明らかに耕作放棄、バツというのは耕作放棄

を促進しているという意味です。一方、丸とい

うのは、耕作放棄の発生を抑えるということに

なるんですけれども、特に山間農業地域におき

ましては、担い手がいるかどうかということが

大きく影響するというふうに見られるんですけ

れども、同時に、見ておきたいのが、寄り合い
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の回数、要する集落で集まって何らかの話し合

いを持つ回数が多いかどうか、これが多い集落

ほど耕作放棄の発生を抑えるというような状況

になっております。将来にわたる担い手云々で

「二分」と書いておりますけど、これはちょっ

と解釈が難しいんですけれども、将来にわたる

若い担い手がいる集落といない集落、両方で耕

作放棄の発生が起きているという状況です。し

たがって、若い担い手がいるので耕作放棄の発

生を抑えるというような集落もあれば、若い担

い手がいるんだけれども、ほかの農業以外の産

業への就業との関連で、若い人がいてもほかの

農業以外の仕事について耕作放棄はそのままと

いう、そういう２つの集落に分化しているので

はないかというような見方をしております。

〔スライドを示す。〕先ほど、農地の流動化と

いうことを申し上げましたけれども、流動化が

進まない理由としてはいろいろあるんですが、

例えば､農産物価格の低下による営農意欲の減退

とか、こういった農業経営そのものの収益性と

いうのが大きく影響しているのではないかとい

うふうに思われるんですが、ここで強調したい

のは、もちろん耕作放棄を抑えるということで、

農地の流動化、貸し借りとか、農地の購入を促

進するということは重要なことではあるんです

けれども、現在の厳しい条件下におきましては、

農地を貸し借り、あるいは購入しようと思って

もなかなかしにくい状況にあるということをこ

の図で申し上げたいと思います。

〔スライドを示す。〕これは、農業生産から得

られる土地純収益、いわゆるもうけと、中田価

格というのは、標準的な純農業地域における田

んぼの値段です。田んぼの値段と、田んぼを買

うことによって得られるもうけがどういう関係

にあるか、どういう変化をしたかということを

示しておるわけです。平成８年がこれぐらいの

位置にありまして、農業生産者としてみれば、

田んぼの値段が安くなってもうけがふえればい

いわけですから、ふえる方向に本当は行けばい

いんですが、ふえる方向ではなくて減る方向に

行っているということは、田んぼの値段が安く

なっているのはもちろん農家にとってうれしい

んですが、それ以上に農業生産から得られるも

うけが小さくなっております。田んぼの値段分

のもうけ、これを投資利回りという数字で置き

ますと、利回りが２％を割っているということ

で、田んぼをせっかく買って営農しようとして

も、それから得られるもうけがどんどん減って

いるという状況です。非常に稲作農家にとって

シビアな状況になっているということでござい

ます。まさに例外的な状況で、平成15年は右に

上がっておりますが、しかしながら、また平成16

年以降は、１俵当たり１万4,000円～１万5,000

円の水準にまで下がっておりますので、さらに

こっちのほうの状況になっているということで、

農地の流動化はもちろん必要なんですけれども、

経済的な条件としてかなり厳しくなっていると

いうことで、ある程度支援していかなければ厳

しいということは申し上げておきたいと思いま

す。

〔スライドを示す。〕一方、田んぼを借りる方

の話なんですけれども、田んぼを借りるお金、

借地料と得られるもうけ、土地純収益の関係が

どうなっているかということを示しているもの

でございます。上の領域では、借地料が土地純

収益を上回る領域、下が下回る領域です。上回

るということは、借地料、農地をお金を払って

借りる、その借りたお金以上のもうけが得られ

るかどうかということを規模別に示しているも

のです。これは全国の数字なんですけれども、
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３ヘクタール以上の規模では、借地料を上回る

もうけが得られるわけなんですが、３ヘクター

ル未満では、むしろ、借地料を下回るもうけし

か得られていないということです。したがって、

借地してもかえって赤字になるという、これが

今の日本の稲作経営の状況ということでありま

して、まさに田んぼの借地料の問題というより

は、米価が下がっているということがこれほど

大きく影響しているということは申し上げてお

きたいと思います。

〔スライドを示す。〕過疎地域等集落調査に関

連してということで、先般、県が行いました集

落調査結果の要点を整理させていただいたわけ

なんですけれども、時間がございませんので割

愛させていただきます。集落機能に「支障が出

ている」が６割なんですけれども、この不満の

内容が、病院・診療所とか、いろんな利便性に

あるということと、一方で、集落機能を維持す

る方法として、住民の一層の参加ということで、

厳しい状況ではあるんだけど、その中で住民が

みずから頑張ろうとか、しっかり守っていこう

という住民のやる気も同時に見受けられたのが

この調査ではなかったかというふうに私として

は解釈をしております。

〔スライドを示す。〕まとめで、基幹産業であ

る農林業の振興ということがありますけれども、

もちろん、これを引き出す仕掛けとなるんです

けれども、最低限の経済面の支援がどこまで必

要かということをしっかり見きわめた上で考え

ておく必要があろうというふうに私としては思

います。

〔スライドを示す。〕次に、農山村の活性化と

食の安全・安心の２番目の柱の食の安全・安心

なんですが、ここではフードシステムをめぐる

変化について申し上げておきたいと思います。

フードシステムと申しますのは、食の流れを川

の流れに例えているということで、川上から川

下へ流れる一連のものを言っておるわけなんで

すけれども、要するに、単に流通、物の流れで

はなくて、いろんな情報とかサービスの流れと

か、お互いの力関係がどうなっているのか、お

互いの連鎖がきちんとできているのかどうか、

そこら辺も問題にするというのがフードシステ

ムの考え方であります。

〔スライドを示す。〕これは、食用農水産物の

生産から飲食費の最終消費に至る流れというこ

となんですけれども、最後だけ見ていただきま

すと、日本じゅうの飲食費の１年間の最終消費

金額が約80兆円、80兆円のうち加工品が約半分、

外食が約３割、生鮮食品として払っている分が

約２割ということですので、いかに加工品とか

外食費への出費が多いかということであるんで

す。

〔スライドを示す。〕同時に、最終消費された

飲食費の帰属割合の数字ということですが、平

成７年の数字を見ていきますと、農林水産業と

食品工業、関連流通業、外食産業という数字が

ございます。要するに、これは消費者が払った100

円がどこにお金が落ちたかという話です。実際

は農林水産業に100円のうち落ちた分が約20円、

食品工業、食品製造業等に落ちた分が28％、関

連流通業、流通とか卸売・小売業が33％、外食

産業が20％ということです。いかに実際の農林

水産業の落ち分が小さいかということです。こ

れは、ある意味で農林水産業が非常に大きな経

済波及効果を及ぼしているということでもある

んですが、やはり真ん中を占める食品工業、関

連流通業、この辺がしっかりしないと、日本の

食そのものがなかり大きなダメージを受けると

いうことになろうかと思います。
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〔スライドを示す。〕真ん中の食品工業とか関

連流通業の比重が非常に大きくなっております

けれども、これは一方何を意味するかといいま

すと、いろいろ書いておるんですけれども、農

業サイドから見ていきますと、輸入農産物の一

層の増加があります。加工業がふえますと、安

いものを安定的に入れようということで、どう

しても海外に依存する傾向が強まってしまうと

いうことで、結局、フードシステム全体といい

ますか、食品製造業とか流通業の発展―食品

関連産業の発展と日本の農業の発展が果たして

イコールかどうかということです。現在では、

むしろ、イコールではないというような状況に

あろうかと思いますので、ぜひ、イコールにし

ていけるような方策をやっていくべきだと。日

本の食材をいかにきちんと使っていきながら

やっていくかということなんですけれども、やっ

ぱり大きいのは食品産業の海外直接投資、日本

向けの輸出、この辺が逆に、下手すると食品産

業の発展が日本の農業の足を引っ張りかねない

こともあり得るということです。消費者サイド

から見た場合には、食の安全性の問題とか、食

と農の間が非常に広がってしまうという問題が

あろうかと思います。

〔スライドを示す。〕これに関しまして、消費

者がどういうふうに認識しているんだろうかと

いうことで最後の話にしたいと思いますけれど

も、農産物や食育に関します消費者の意識とい

うことでアンケート調査を見ていきたいと思い

ます。細かな農産物の食の安全等の行政の面に

つきましてはお話があったかと思いますので、

私のほうからは消費者の意向を紹介させていた

だきたいと思うんですが、これは、いわゆる地

産地消に対する認知度とか考えについて聞いた

ものです。これは、私どものほうの研究室で平

成18年に宮崎市内で調査した結果でございます｡

これもあくまでも一つのアンケート結果という

ことで御理解いただきたいわけなんですけれど

も、「地産地消に対して知っているか」と。「意

味も知っている」が48％、「聞いたことはあるん

だけれども、意味はよく知らない」というのが23

％、「聞いたこともなかった」というのが３割も

いる、ちょっとこれは驚きだったんですけれど

も、そういう状況にございます｡「どう思うか」

と。「よい。積極的に買いたい」が９割というこ

とで、このアンケートを見る限りにおいて、比

較的地産地消に対する消費者の関心といいます

か、評価は高いのかなという気はします。

〔スライドを示す。〕では、地産地消に何を期

待するか、これは農政局が行ったアンケートな

んですけれども、やはり安全・安心、新鮮とい

うこと、安いというのもあるんですけど、生産

者との結びつきというのも回答しております。

〔スライドを示す。〕地場産農産物と接する場

として、今後ふやしたいところ、これは、農産

物直売所が多いかと思ったんですけれども、意

外にスーパーや一般小売店が一番多い。つまり、

消費者は本当に身近なところで地産地消を求め

ているということが改めて言えるかと思うんで

す。

〔スライドを示す。〕一方、「減農薬とか有機

農産物等に関心がありますか」という回答につ

きましては、これも予想どおりなんですけれど

も、「大いにある」、「少しはある」、ほとんどが

関心ありますと回答しているんですが、しかし

ながら、「上限の値段は幾らまでだったら買いま

すか」というときに、「慣行農産物と比べて１割

程度の高さまでだったら買います」という人が

６割。ということは１割以上高かったら買わな

いということなので、関心はあるんだけれども、
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値段への範囲というのは非常に狭いのかなとい

う、ちょっと気持ちと実際の行動のギャップを

感じる部分でもございます。

〔スライドを示す。〕参考までに、野菜農家、

生産者を見ていきますと、希望する値段として

２割程度、４割程度、６割程度、２倍。８割が

４割以上ですから、生産者側と消費者側の水準

は当然ではあるんですけど、かなりギャップが

あるという状況であります。

〔スライドを示す。〕何を求めるかということ

で、新鮮で安全とか、安いとあるんですけれど

も、利便性も求めている。かなり消費者もぜい

たくといいますか、わがままではあるんですけ

れども、いろんな側面、身近な側面なんですけ

れども、便利さをやはり求めているという状況

にございます。

〔スライドを示す。〕消費者の意識調査からと

いうことで、身近な場所での交流や信頼構築、

あるいは両者の差を小さくするような施策、情

報交換といいましても、大上段に構えたもので

はなくて、身近なところでやっていくというこ

とが重要ではないかというふうに考えます。

〔スライドを示す。〕最後に、食育のことも御

紹介いたしますが、これは、うちの学生が宮崎

県内の某小学校を対象に行ったアンケートであ

ります。ここは宮崎市内で食育の推進のモデル

校に指定されておりまして、栄養教諭を配置し

ているということもありまして、じゃ、聞いて

みようということでやったわけなんですけれど

も、食育につきまして、保護者と教員、学校関

係者がどれだけ知っているか、あるいはどう思

うかということを聞いたものです。認知度につ

きましては、「言葉も意味も知っていた」、「意

味までは知らなかった」、言葉も意味も知ってい

たというのが５割というのはちょっと少なかっ

たのは意外ですね。「家庭で食育を行うことは困

難か」と、「困難」「やや困難」が36％、結構あ

るかなと。どうして困難かということは、食育

をすることが大事だということはわかっている

んだけれども、そんなにする時間がないとか、

食育をするよりもっと何か安いのをというふう

にかなり現実的な状況であります。一応こうい

う結果です。

〔スライドを示す。〕「子供たちの食生活にお

いて何が問題ですか」と。学校関係者と保護者、

それぞれ聞いてみました。おもしろいと思った

のは、かなり先生と保護者の認識は違うんです

ね。概して先生のほうが食生活について問題点

を指摘しております。朝食とか、不規則とか、

好き嫌いとか、マナーとか、かなり先生のほう

はしっかり見ている部分があるかと思うんです

けれども、保護者のほうは、お菓子の間食が多

いというのは多いんですけれども、意識は低い

のかなと。ここら辺の先生と家庭のギャップと

いうのもこれからの問題なのかなという気はい

たしました。

〔スライドを示す。〕これは、全国の学校関係

者に対する調査ということで、細かな数字は省

略いたしますけれども、約１割程度が朝食を食

べないという、これは全国の数字です。

〔スライドを示す。〕「小学校で行うとよい食

育は何ですか」「家庭で行うとよいと思う食育は

何ですか」と聞いたところを上位３項目だけを

挙げております。ここに書いておりますとおり、

学校関係者と保護者が同じような回答となって

おりました。これに関しては気持ちが一致した

と。やっぱり家族での食事と食事の楽しさを教

えること、食べ物への感謝の念、この辺が家の

中の教育として、保護者、先生とも求めている

という結果になっております。
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〔スライドを示す。〕これで最後のグラフなん

ですけれども、食育をすればいいだろうという

ことは皆さんわかっているんですが、現実には

難しい問題があるということで、食育に関する

授業で問題と思うことを学校関係者にお尋ねし

たところ、この数字自体はひとり歩きしたらい

けないんですけれども、大体の雰囲気というこ

とで御理解いただきたいんですが、「食に関する

授業を行う時間が少ない」が26％、「食育に関す

る教材が充実していない」が37％という結果と

なっておりますし、また、「学ぶチャンスが十分

にない」が10％、こういうような学校の先生と

しては認識を持っているということでございま

す。

食育に対する意識は高まりつつあるんですけ

れども、ただ、難しさや教育環境の整備の問題

もこのアンケートから浮かび上がったのかなと

いうふうに考えています。また、先生と保護者、

つまり、学校と家庭とのギャップというのも若

干見られます。何かということで、例えば栄養

教諭、平成17年から制度化されたんですけれど

も、栄養教諭のための支援でありますとか、食

育に関する教材、「？」と書いているのは、そも

そも食育についてはしっかりマニュアルをつく

るというよりも、普通に自然に学んでいくもの

なので、何でもマニュアル化すればいいとは私

は思いませんけれども、ある程度目指すものが

欲しいという学校の先生の声があることは事実

です。特に、家庭など身近な場所でのふだんの

食育の環境づくりということが重要かというふ

うに思われます。

〔スライドを示す。〕終わりにということで、

食料自給率の低下の話と農山村の話、フードシ

ステム、食育、消費者の意識、これらはすごく

相互関連していることが改めておわかりいただ

けたかと思います。やはり自給率の低下がすべ

ての問題に関連しているということです。これ

に関して、じゃ、どうするかといっても、もち

ろん細かな政策はあるんですが、改めてそれぞ

れの主体が何をやっていくか、どこまでできる

かという話、これを明確化すべきだと思います

し、例えば､現在の体制でどこまでできるのか、

できないから新たに制度をつくるのか、それを

はっきりさせていくべきかなと思います。トレー

サビリティーについていろいろ言われておりま

す。今度、すべてに導入するという方針もあり

ますけれども、しかしながら、現在、農家自身

がふだんにしっかり生産工程をチェックして

やっていくという、ふだんの生産の管理、これ

がいわゆるトレーサビリティーに結びつくとい

うことなので、できることからしっかりやって

いくということが改めて必要かなと思います。

また、それに対してどこら辺の水準以上は支援

してあげられるのかという、そういった消費者

への合意というのも形成するような持っていき

方が必要なのかなというふうに考えております。

以上で報告を終わらせていただきたいと思い

ます。（拍手）

○横田委員長 ありがとうございました。

それでは、これまで御説明いただきました内

容につきまして、委員のほうからお聞きになり

たいことがあれば出してください。

○坂元委員 最終消費された飲食費の帰属割合、

農林水産業が19.1％ですが、問題は生産コスト

とかいった場合、普通、農家所得の作物の値段

でも何でもいいですが、コストは大体何％ぐら

いですか。例えば、トラクターの減価償却費だ

とか、肥料代とか、農薬代とか、おのれの人件

費も。

○山本教授 これは、作目によって違いますの
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で、例えば、低いところだったら10何％とか、

施設園芸のようなところであれば３割とか、１

割、２割、３割ぐらいが大体の平均的な数字か

と思います。先ほど申し上げました19.1％とい

うのは、あくまでも農家に落ちる全体の売り上

げ金額ということですので、実際にはそれから

さらにもうけの部分は２割とか３割とか、そう

いった数字になろうかと思います。

○横田委員長 ほか、ございませんか。

○十屋委員 耕作放棄地のところで、私が住ん

でいる日向とか県北の中山間地も含めて結構大

きい赤い絵がありましたけど、それと高岡、須

木村とか、中山間地の部分の高齢化と人口減少

等の耕作放棄地というのは理解できるんですけ

れども、海手側のほうのあのあたりが何でなの

かなと。高齢化率も極端に高いというわけでは

ないと思っていたんですけど。何かそのあたり

の分析をされていることはありますか。

○山本教授 都市開発によってスプロール的に

開発されて虫食い状態になったりして、結果と

してそのままになっているというパターンもあ

ろうかなというふうに思うんですね。結局、耕

作放棄というのは、条件が悪いところから当然

放棄されていくということですので、同じ宮崎

市とか同じ日向市とかいっても、広いですので、

例えば日向市なら日向市の中でもかなり条件の

悪いところは長期的に耕作されているというの

もあろうかと思いますし、農地はあるんですが、

結局、農業をするよりその分をほかの産業にやっ

てしまったほうがいいとか、そういうとても管

理まで行き届かないというような現象も起きて

いるんではないかなというふうに思っています。

○横田委員長 ほか、ございませんか。

○武井委員 実際に自給率を上げていくとか、

非常に地産地消への関心が高いということもわ

かるんですが、私たちの世代なんかですと、例

えばコンビニとか、お弁当屋さんとか、ファミ

レスとか行くんですけれども、基本的にはそう

いうところで食事をする機会とかがふえてきて

いる中で、そのあたりのライフスタイルみたい

なものをある程度変えていかないと、抜本的に

変わっていかないのかなと思うんですが、いか

がでしょうか。

○山本教授 おっしゃるとおりでありまして、

自給率が低い、これは一番何かというと、消費

パターンの変化であり、ライフスタイルの変化

ということがあります。ただ、食材として、結

果として輸入食材を多く使っているか、あるい

は何とか頑張りながらという言い方はおかしい

かもしれませんけど、できるだけ日本の中の食

材を使うか、その使い方もやっぱりあると思い

ます。食品製造業とかの加工業サイドからすれ

ば、できるだけ安く、安定的に、多く買えると

いうことを考えると、輸入のほうが多いとは言

いませんけれども、輸入がふえつつある状況に

あろうかと思うんです。それと、一つにはまた

流通の経路の話もあろうかと思います。今まで

は卸売市場を経由するものが多かったんですけ

れども、最近、だんだん卸売市場を経由する割

合が下がってきていまして、例えば果物、野菜

だったら６割から８割程度まで落ちております。

ということは市場外流通がふえているというこ

となんですけれども、大手スーパーと直接取引

をする産地、その中で産地サイドの利益に十分

なるような流通体制になるといいんだけれども、

そこら辺を改めて検証する必要はあろうかとい

うふうに思います。

○武井委員 ありがとうございました。

○横田委員長 ほか、ありませんか。

○外山良治委員 穀物飼料と原油高騰、これに
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よる平成16年度との比較でどれだけの農家所得

に影響を与えたか、スポイルされたのか、これ

が県の試算では363億5,000万なんです。莫大な

所得減少。これは、総生産額に占める割合が11.3

％になっている。ですから、今、説明をしてい

ただいたより以上に、これは、農業センサス

で2000年、現状から言えば非常に厳しいと。そ

ういった状況を踏まえて、例えば､耕作放棄地の

中で、第１点目は、不在地主の割合というのは

大体どのくらいなんでしょうか。

○山本教授 非農家については、数字はあるん

ですが、今は把握していません。半分近くになっ

ていたんじゃないかと思います。

○外山良治委員 今まで説明いただいた点につ

いては、当特別委員会でもほとんど当局からの

説明等を踏まえた上で、一定の理解はしている

つもりです。しかし、じゃ、何をすべきなのか、

安全と確保がどうすればできるのか、それがで

きないと。どういうふうに今からの宮崎県の農

業、日本の農業を方向づけすればいいのか、先

生はどういうふうにお考えでしょうか。

○山本教授 基本的には、まず、生産者の自分

の努力ということが一番大きいと私は思ってい

ます。恐らくこの話もあったかと思いますけど、

ＧＡＰといって生産工程管理、要するにチェッ

クシートを農家がつくるという話ですけれども、

これは今までも農家がかなりやってこられたよ

うな話なんですね。それを改めてきちんと記録

に残すかどうか。やったことをきちんと評価す

る、そういうシステムをちゃんとやっている農

家とやっていない農家の区別というか、それを

きちんとやっている農家にはある程度メリット

を与えるように誘導していくことは必要だなと

思っています。もちろん、ハード面とかいうの

はありますが、例えば､トレーサビリティーをす

るにしても、最初のインフラ整備も当然要りま

すし、情報管理のお金も要りますし、また、宮

崎の場合は残留農薬検査のシステムをつくって

いますので、技術開発はもちろんあるんですけ

れども、それをいかに担保できるかという話で

す。それは生産者がきちんと残していくかとい

うことと、情報管理をきちんとやっていけるか

と、私はそれに尽きるんじゃないかなというふ

うに考えています。

○外山良治委員 例えば､今、ＷＴＯの関税撤廃、

米なんかでも減反を強いられながら、外国の米

を輸入しろ、関税を撤廃しろと、こういうばか

げた議論、日本のほうはそれになびいていかな

ければいけないような状況に恐らくなるでしょ

う。どういうふうな形で妥結するかわかりませ

んけど、日本の農業、対グローバルな視点から

考えると、そういったことが起きる。しかし、

町村の耕作放棄地、農業従事者の高年齢化、こ

ういうことを考えると、どうあればいいんだろ

うと。特に先ほど、県北の例が出ましたが、県

北の高千穂、五ヶ瀬、日之影の植栽未済地、宮

崎県、2,000ヘクタールあるんです、その半分は

あそこの地域です。それに不在地主も増加をし

ている。おまけにプラスして耕作放棄地もまだ

多いと。何で県北ばっかり悪いイメージがある

のかなと私はわかりませんが、デカップリング

制度というのは導入すべきだと個人的には思い

ます。しかし、これも政府・自民党も無理でしょ

う。どうあればいいと思われるんでしょうか。

○山本教授 政策の根本的な考え方の話にもな

ろうかと思いますけど、私、個人的にはデカッ

プリングには賛成です。本当に中山間地域でも

守るためにやっている農家、地域については、

きちんと評価すべきだと思いますし、また一方

で、特に大規模農家、今、委員がおっしゃった
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ように、配合飼料の値段の影響があると、もろ

に大規模農家ほど影響を受けると。小規模な兼

業農家ほどむしろ生き残るというような、逆に

そういった状況がありますので、それは別な話

でやっていくべきだなと思います。制度でいえ

ば、減反に関しては、減反は一般に悪名が高い

んですが、ただ、経済学の話で言うと、需要と

供給の関係でいきますと、減反をしなくて多かっ

たらますます値段が下がって、その辺について

どういうふうに補うかといって消費者の負担が

ふえるということはあるんですね。だから、と

にかく、減反については農家にとっては理不尽

な話に考えるかもしれませんけれども、米が余

るんだったら、これは減らして、その分を特に

飼料作物とかを中心に徹底してやっていくべき

というふうに私は個人的には思っています。

先ほどの畜産の話、確かに、今、配合飼料と

いいますか、えさ代が酪農家がコストの４割で

繁殖が３割、養鶏とか養豚は６割ですか、それ

ぐらいで、それが平成16年の数字ですから、そ

れから１トンが２万円から３万、４万、５万、

６万と上がっていますから、計算していません

けれども、所得がなくなるぐらいになっている

というのは事実です。

配合飼料の補てんについても、どんどん上がっ

ていけば、補てんがきかなくなってきますから、

これもおかしいと思います。

○外山良治委員 わかりました。

○水間委員 今、いろいろお話を聞かせていた

だいたんですが、今、食の安全・安心という問

題、日本という国、敏感過ぎているんじゃない

かというような感じがするんですが、先生はど

んなお考えかお聞きしたいんですが。

○山本教授 食の安全・安心の話、例えば有機

農産物とかいう話も出ましたので、若干ごっちゃ

になっているかと思うんですけれども、私も有

機とか地産地消がすべていいとはもちろん思っ

ておりませんし、有機といっても、実際は野菜

の１％もないぐらいですし、地産地消もほんの

一部しかできないわけですから、すべてそうい

うふうにいくとはもちろん思っておりませんで、

問題は慣行以上と基準以下をきちんと守ってい

るか、守っていることがきちんと担保されて、

そのことが消費者にちゃんと情報として行くか、

そこがポイントだと思います。ある意味、地産

地消、有機と騒ぐのは、それだけ今、信頼が薄

れている証拠ではあるんですけど、きちんと慣

行でも担保して、基準以上の農薬を使わないと

いうことを守られれば、私はそれで十分だと個

人的には思っているんですけど、ただ地産地消

云々で消費者が食に対して少しでも関心を持っ

て、本当は有機とか減農薬にすればこれだけ大

変なんだとか、お金が要るんだとか、そういう

ことを消費者がわかるとか、あるいは売る側も

減農薬を一つのマーケティング戦略にして売る

とか、そういうことで使う分には一向に構わな

いと。そういう意味での意義はあろうかと思い

ます。

○水間委員 資料の映像の中にありましたが、

自給率39％、これを今度50％にしたいとかいう

話で、そう言いながら、結局、輸入物が多い。

その現状の中で自給率を上げなきゃいけない、

そして安全・安心と言いながら、ちょっと危な

いんじゃないかと言いながらも中国からの輸入

はとめられない。輸入しなきゃしようがないと

いうような現状の中で、もうちょっと日本の農

業政策というんですか、昔は一生懸命やって70

％も自給率があった中で、なぜ40％を下るよう

な状況になったのか。余りにも買って食べれば

どうにでもなると。結局、もうからない農業に



- 16 -

なってしまったために農家離れが起きてしまっ

た。その反動がここに食の安全・安心、そればっ

かり、自分たちがつくることを我慢できない、

食べれるものまで期限が来たら、時間が来たら

捨ててしまう、そんな今、日本の状況ですね。

特に、さきに話があったコンビニなんか、本当、

時間で捨ててしまうんです。そこを考えると、

もうちょっと日本の農業政策、集団化しなさい、

ある意味ではコルホーズ的な、あるいはソフホー

ズ的な、集約したら安くつくからと言うんです

けど、日本の土地の執着度というのは、結局、

なかなかまとめようと思ってもまとまらないん

ですね。先祖代々から譲られてきたものを守ろ

うと。土地への執着心がある、そのことが耕作

放棄地になってしまっているような現状もある

と思うんです。今の耕作放棄地の問題というこ

とに関しては、そういうようなデータというの

は出ていないんですか。先祖からの土地がある、

そのことで、国県挙げて集団化しようとする中

でなかなか集団化ができない。農業の政策の中

で、もうかる農業ができればいいんですけれど

も、つくってもなかなかお金にならない。それ

よりも手っ取り早く輸入した方が早いと。大手

商社の皆さんも問題があるんじゃないかと。耕

作放棄地の問題については、先生御自身のデー

タとか、またその考えがないものでしょうか。

○山本教授 耕作放棄地の内訳がどういう農家

さんかとか、そこ辺は調べてはいないんですが、

結局、基本的な話は、やってもしんどいばっか

りでもうからないからできないという、そこな

んですね。それをどうするか。１人でできない

んだったら集落営農とか、何とか共同し合って

やっていく､あるいは何とかうまく地域特産物、

できるだけ手間の要らないようなものを入れて

管理していくということをやっていかないと、

なかなか現実にはきれいごとを言っても難しい

と思います。農地を守るという観点からの集落

営農、決して転作対応だけじゃなく、農地を守

るという観点から、集落営農というのは中山間

地域には、特に宮崎県の場合には必要じゃない

かと思いますし、そういった部分については行

政としても支援していくべきじゃないかという

ふうに思っています。

○水間委員 国も今の自給率を50％にしようと

いうような表現なんですが、大変失礼な言い方

ですが、どのような農業になっていけば50％を

確保できるのかということに関してはどんなふ

うに感じておられるか。輸入をとめれば自然に

自給率が上がっていくのか、国民の意識を変え

て、皆さんで少しずつでも自給率を上げるよう

な、地産地消という考えの中で、なるべく輸入

物を持ってこないというのしかないんでしょう

か。

○山本教授 もちろん大豆とか小麦とか、そう

いった話もあるんですけれども、私、個人的に

は、厳しいかもしれませんので、畜産がかなり

かぎになると思います。今の購入飼料依存で規

模を拡大してやってきた。それはそれで一つの

畜産経営の発展の方向として正しかったのかも

しれませんけれども、そのツケとしてはふん尿

問題も起きていますし、特にアメリカのトウモ

ロコシが上がると、アメリカがどうこうすると

すぐ影響を受けるし、それはやっぱりよくない

と思います。きついかもしれませんけど、とに

かく何とか頑張って飼料の自給率を上げていく

ということで、土地はやろうと思えばあると思

うんです。特に米が余っているとか、そういう

状況ですから、家畜のエコフィードというのも

ありますけど、土地を何とか飼料作物にやって

いけるような、そして飼料作物の生産性を上げ
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ていって、より低コストでやっていくような、

そういった支援、家畜のえさの自給率が25％程

度というのは異常だと思いますので、僕、個人

的には長期的に見れば畜産がかぎじゃないかな

というふうに思っています。

○水間委員 ありがとうございました。

○横田委員長 ほか、ございませんか。

○山下委員 先ほどのスライドの中で、有機野

菜関係で１割ぐらいは付加があってもいいで

しょうというようなデータが出たんですが、実

は過去、残留農薬等の問題が出たり、産地偽装

があったりして、農家に対しては大きな責任と

義務が出てきまして、例えば､農薬を使えばそれ

を表示していくシステム等ができ上がりまして、

とにかく今、日本の食料は世界一安全・安心と

いうことが言われていますから、そして、生産

履歴を明確にしていけばいくほど、いわゆる農

薬を何回ふりましたと、そのことが表示される

んです。消費者の皆さん方は、農薬を使ってい

たのかと、そのことに対して非常に不安が出て

きまして、しっかり教育がされていないという

ことなんですね。野菜とかには農薬を使ってい

ないという先入観がありまして、わざわざ農薬

の散布回数とか薬品名を表示すると、それが出

たために、100円で売っていた品物が逆に売れな

くなったというんです。この前、僕らは新福青

果にも行ったんですが、今、ＧＡＰの認証制度

等もありまして、それぞれ農家の現場サイドは、

そういう認証制度をとりながら表示をしていく

んですけど、まだいまいち、消費者の皆さん方

には農薬に対する受け入れというのがされてい

ないこと、それが非常に今、生産現場を苦しめ

ていることもあるんですが、その辺の認識はど

のようにお持ちでしょうか。

○山本教授 それは、おっしゃるとおり、農業

サイドが、農協も含めて、きちんと情報を消費

者側に訴えていない責任があると思います。何

回やったと、そのときに慣行は何回だけど、こ

れについて今回は何回とか、そういう表示の工

夫もあろうかと思いますけど、これは啓発が不

十分だった、あるいは消費者が理解できていな

い、それに尽きますね。

○山下委員 いろんな問題が出れば、生産現場

が真っ先に手を入れられるんです、改革を求め

られて。だけど、それに対してやはりマスコミ

とか、例えば先生方のいろんな情報ネットの中

で、そのことを正しく伝えていってもらわない

と、ＢＳＥが出たときもそうでしたけれども、

生産現場は子牛にも10けたの耳票をはめて履歴

を明確に出して、その義務を果たしているわけ

ですから、そのことに対しての付加はすべて生

産現場に来るわけですから、そのことに対する

価格への反映、そのことが出ないと農家の現場

の生産力は上がらないと思うんです。だから、

マスメディアをひっくるめて、大学の先生方も

いろんな場面でそういう話をしていただくとあ

りがたいと思うんですが、よろしくお願いした

いと思います。

○前屋敷委員 食料自給率の低下から来るさま

ざまな問題点も先生、御指摘いただいたところ

なんですけど、今、食料の問題は本当に深刻な

状況だというふうに私も思って、世界的にも、

先進国の中でこれほど自給率の低い国はないと

いうふうに思っているんですけれども、政策的

な問題になろうかと思いますが、私たちは消費

者の立場であり、私は主婦の立場ですので、安

全・安心な食料を安定した価格でいつでも購入

できるということを非常に求めているんです。

そういった点では、農家の皆さん方に頑張って

新鮮な安全なものをつくっていただきたいと。
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しかし、今、農家がどんどん減少するという中

では、どれだけ農家の皆さんが安心して農業を

やっていけるかという、そういう体制を国の政

策としてもつくる必要があると思うんです。特

に、こんな自然環境が非常に損なわれるような

中では、この自然環境をどう守るかという対策

もしながら、農家の皆さん方を支援するという

施策も必要だというふうに思って、まずは価格

の保障であるとか、所得の保障であるとか、そ

ういったところに力を入れていくべきじゃない

かなというふうに思うんですけれども、そういっ

た点で、政策にかかわることかもわかりません

が、先生の御意見なども聞かせていただければ

と思います。

○山本教授 価格保障とか不足払いとか、それ

をどこまでするかというのは政府支出に関係が

ありますので、難しい問題ではありますけれど

も、私はある程度の保障というのは必要だとい

うふうに感じています。特に中山間地域の話も

ありますし、大規模農家でも、どうしても不安

定ということがありますので、それを緩和する

ということは必要ではないかと思います。その

ときに、ただ、応分の負担を農家さんも負いな

がら、あるいはこういうふうな制度に入ったら

受けられるとか、自分がそれなりの努力をした

成果が報いられるような、そういうシステムの

中で組み合わせながら、そういった保障制度と

いうのは今後つくっていくべきだというふうに

は思っています。基本的には私も前屋敷委員が

おっしゃるような、そういう方向には賛成です。

○前屋敷委員 もう一つだけ、保障とか補助の

問題で、集落営農は確かに今、高齢化が進む中

で、耕作放棄地などが出ている中では、そうい

うシステムというのは必要だなというふうにあ

る部分では思います。しかし、家族営農が果た

している役割というのは今、非常に大きくて、

今、集団化しないとなかなか国の助成もないと

いうのも一方ではあるもんですから、家族の農

業をしっかり支えるという点でもそのあたりの

国の手だてが必要で、そうすれば次の世代に農

業を引き継いでいこうということにもつながる

んじゃないかなと思うんですね。その辺ではど

んなでしょうか。

○山本教授 国も、品目横断的経営安定対策、

水田経営安定対策も決して小規模農家、家族経

営を見捨てるつもりはなかったと思うんですが、

ただ、小規模でやるんであれば、できるだけ集

団の力というか、効率化して守っていきたいと

いう意味で、個別で４ヘクタールが無理だった

ら、営農集団をつくりなさいというような話だっ

たと思うんです。個人的に言えば、ただ個別の

４ヘクタールというのは余りにも条件が厳し過

ぎるし、それに合わなくて、３ヘクタールから

４ヘクタール余っていくのはいいんですけど、

逆に４ヘクタールあったのが３とか２とかに落

ちる農家もいるんですね。そういった農家につ

いて、一たん落ちてしまったら、それは手だて

がどうかということになりますから、ただ伸び

るほうじゃなくて落ちていかざるを得ない農家

をどうするかという話の視点も必要じゃないか

と思います。

集落営農に関して見れば、個別の家族経営の

重要性は認識しています。ただ、それをどこま

でどういうふうに支援するかという話はなかな

か難しくて軽々には言えないんですが、ただ、

集落営農と家族経営とは決して相反するもので

はありませんので、お互いに補完し合うような

システムが宮崎でも行われていますから、当然

そうあるべきだと思っております。

○十屋委員 最後に、きょうはいろいろ勉強に
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なったんですけれども、先生、最後に総合的に

すべてが関連しているということをまとめられ

ているんですが、ずっと今までのお話を聞く中

で、食育に関することの学校の意識と家庭の意

識と違うと。じゃ、どういうふうな取り組みを

食育の中でやったらいいのかという先生の御意

見をいただきたいと思うんです。その前提とし

て何かといいますと、１ページ目にあります自

給率の推移で1965年の70％からずっと下がって

きた。その下の表に、高度経済成長によって生

活の食の嗜好が変わってと。我々世代もそうで

すが、そういう中で生きていた人たちは油脂系

のものをたくさん摂取するようになってきた。

いわゆるそこで消費が押さえられたので、今ま

であった日本食の生産現場が、売れないものを

つくらない、金にならないという悪循環に陥っ

たんじゃないかなというふうに思うんです。だ

から、食育の段階で、今、外国ではヘルシーな

日本食が受けるような、そういうことで、その

あたりから意識を変えていかないと、自給率は

上がっていかないんじゃないかなというふうに

思っているんですが、先生の先ほど言った食育

に対しての取り組みを今からどうしたらいいの

かというのと、私がちょっとお話しさせてもらっ

たことについてのお考えをお聞かせいただきた

いんですが。

○山本教授 決して洋食がだめだとかは言えな

いと思うんですけど、少なくともきちんと３食

とるとか、できるだけ家族で、お父さんはいな

くてもお母さんとせめて一緒に食事するとか、

そういうことをすれば自然に食事の内容も、パ

ンだとかハンバーガーとかじゃなくて、ちゃん

とした日本食に少しでもなっていきますよね。

まず、そうやって家庭内できちんと交流してお

互いやっていくということが、個人的にも根本

的な食育の第一歩じゃないかと思います。私は、

学校の給食はパンだった年代なんですけれども、

何でパンなのか、いまだにあれはどこかの陰謀

だみたいな気持ちもしないわけでもないんです

けど、これは学校側の教育サイドも一体となっ

て考えてやらないといけないと思います。

○中野一則委員 先ほど、自給率を高める、特

に畜産の自給率を高めることが一番大事だと言

われましたが、私も全く同感なんです。この前、

一般質問でそのことを質問しました。その中で

宮崎県がどう取り組むかということの視点でし

たんですが、先生、日本の畜産の自給率を高め

る経営とか養い方、いろいろな形があると思う

んですが、どういう形になれば自給率を上げる

畜産になるんですか。何か示唆するような御指

導賜ればと思うんですが。

○山本教授 もちろん、飼料を全部つくるとい

う話ではあるんですけど、なかなか個人でつく

るといっても、農機具の投資とか、労力の問題

とか、あるいは、例えばトウモロコシをつくっ

たら天気に左右されて、雨が降らんうちに早く

収穫せんといかんとか、天候の不安定性とかが

あります。それで結構面倒くさいから購入とか

ありますね。だから、基本的に何とかしてでき

るだけ生産自体を効率化していくとか、トウモ

ロコシだとか、そういった体系の中に別なほか

のもっと低コストに、あるいは未利用資源まで

使えるような、こういう何かえさの体系を一部

考えていくことも必要ではないかと思います。

僕は今、種子島でサトウキビを一部えさにやる

試験をしているんですけれども、サトウキビも

精糖用が今、値段が厳しいので、精糖用を一部

回したり、あるいは飼料用のサトウキビをつくっ

たりとかしているんですけれども、あるいは飼

料稲というのもありますね。飼料稲ももちろん
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収益性がどうかという話もあるんですけれども、

そういったあらゆる可能性も模索しながらやっ

ていく、それを支援することは非常に必要かな

というふうに思っています。効率化、低コスト

化と従来の牧草とかトウモロコシ以外のいろん

な可能性も同時に探っていくことだと思います。

○中野一則委員 わかりました。

○横田委員長 ほか、ございませんか。

最後に、先ほど、田んぼの価格は下がってい

るんだけど、それ以上に生産純利益が低下して

いるということで、田んぼを買っても借りても

収益が減っているという話をされましたね。今、

国の農政とかは、先ほどからあるように、農地

を流動化して数少ない担い手に集めよう集めよ

うとしているわけでしょう。集落営農もそうだ

と思いますし、農業生産法人もそうだと思うん

です。そういうふうに拡大すればするほど赤字

がふえるという状況では、本当にこの政策、間

違っていないのかと思うんですけど、先生、ど

のように思われますか。

○山本教授 横田委員長がおっしゃったその論

理は、結局、拡大すれば規模の経済性で効率化

して低コスト化してと。単位当たりの販売金額

はふえなくても、低コスト化することによって

もうけをふやしてという、それが国というか、

政府の論理です。実際、先ほどお示ししました

ように、３ヘクタール以上層であれば何とか借

地料を上回るもうけが出ているんですけれども、

３ヘクタール未満層ではもうけが出ないと。借

地料を下回るもうけしかない。あるいは１ヘク

タール未満層では純利益、自分の労賃とか払っ

たらマイナスになっているという現状です。で

すから大規模化という方向自体は僕は間違って

はいないと思うんですけれども、ただ、大規模

化してもなかなか追いつけないということと、

何だかんだ言っても、大規模化、大規模化と言

いながら、日本の大部分は高齢農家の皆さんと

か、あるいは兼業農家の皆さんで賄っているの

もまた事実です。今の高齢農家と兼業農家が全

部なくなってしまったら、それこそ日本農業も

がくんと落ちますから、そういうことも規模拡

大の方向と同時に、一方をどうするんだという

のは、両方のベクトルで当然考えるべきではな

いかと思います。そういう意味で今、国のほう

は一方のベクトルだけ強いのかなと、個人的に

はそういう気もしています。

○横田委員長 大体意見も出尽くしたようです

ので、私のほうから一言お礼を申し上げたいと

思います。

私たちが何となく感じていたことを、きょう、

先生が数字をもってあらわしていただきまして、

改めて食の確保・安全対策に対しての危機意識

を強くしたところです。食の確保・食の安全対

策は、我が国の農村を取り巻く問題から、国を

超えた世界の食料事情などに連動する大きな問

題だというふうに思います。一方では、生産か

ら流通、消費までの食の流れも踏まえる必要が

あるということで、大変すそ野の広いテーマだ

なというふうにも考えております。

そのような中で、本日、先生のお話は、食の

確保・食の安全という問題を当委員会として改

めてとらえ直す上でも、大変有意義なお話だっ

たというふうに考えております。

委員一同、きょうお伺いした話を今後の活動

の参考にしていきたいと考えております。

最後に、山本先生のますますの御健勝と御活

躍を心から御祈念申し上げまして、お礼の言葉

とさせていただきます。きょうは本当にありが

とうございました。

暫時休憩いたします。
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午前11時42分休憩

午前11時43分再開

○横田委員長 委員会を再開いたします。

協議事項についてでありますけど、まず、県

外調査についてであります。

10月22日（水）から24日（金）にかけて実施

を予定しております県外調査についてですけど、

次回の９月定例会中の委員会から余り日を置か

ず実施することになりますので、今回、調査先

につきまして、皆様方の御意見をお伺いしてお

きたいと思います。何か御意見がありましたら、

お願いします。

〔「正副委員長一任」と呼ぶ者あり〕

○横田委員長 ただいま正副委員長に一任とい

うような御意見がありました。それでは、県外

調査の調査先につきましては、正副委員長に御

一任いただいてよろしいでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○横田委員長 それでは、正副委員長で準備を

進めさせていただきます。

次に、資料１をごらんください。８月４日、

５日にかけて実施します県北調査につきまして

は、前回の委員会で決定しましたとおり、ごら

んのような日程となっておりますので、よろし

くお願いいたします。

調査時の服装につきましては、夏季軽装でお

願いいたします。

次に、次回委員会ですが、次回は９月定例会

中、事務局案では10月１日（水）であります。

執行部への説明や資料要求について何か御意見、

御要望がありましたら、出してください。

御意見や御要望がないようですので、次回の

委員会の内容につきましても、正副委員長に御

一任ということでよろしいでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○横田委員長 それでは、そのように進めさせ

ていただきます。

その他で何かございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○横田委員長 ないようですので、再度申し上

げますけど、次回委員会としての活動は８月４

日～５日の県北調査でありますので、よろしく

お願いいたします。

それでは、以上で本日の委員会を閉会いたし

ます。

午前11時46分閉会


